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はじめに 

 

本学は平成 26 年度「大学教育再生加速プログラム（AP）」のテーマⅠ（アクティブ・ラ

ーニング）・テーマⅡ（学修成果の可視化）の複合型に採択されました。平成 26 年度は、

実質的な事業の取り組み期間が短かったこともあり、当初から事業報告書の作成を計画して

いませんでした。このため、本報告書は平成 27 年度の事業報告を基本としていますが、平

成 26 年度の事業報告も一部含めております。 
平成 28 年度より、大学教育再生加速プログラムは AP「高大接続改革推進事業」として

位置付けられることになりましたが、本事業をとおして内部質保証システムの構築に努める

と同時に、本事業により日本の高等学校教育・大学教育全体に対する貢献と責任を果たせる

よう取り組んでいきます。 
 

 

 

 

Ⅰ．本学における AP 事業全体の概要 

 

１． これまでの教育改革の取り組みと今後の方針 

本学は創立以来「全人教育」を教育理念の中心として、人間形成には真・善・美・聖・健・

富の 6つの価値を調和的に創造することを教育の理想としている。その理想を実現するため

12 の教育信条 ―全人教育、個性尊重、自学自律、能率高き教育、学的根拠に立てる教育、

自然の尊重、師弟間の温情、労作教育、反対の合一、第二里行者と人生の開拓者、24 時間

の教育、国際教育を掲げた教育活動を行っている。なかでも自学自律を、「教えられるより

自ら学びとること。教育は単なる学問知識の伝授ではなく、自ら真理を求めようとする意欲

を燃やし、探求する方法を培い、掴み取る手法を身に付けるものである」と定義し、学生指

導にあたっている。これらの理念や信条に基づき、中教審答申や高等教育政策、社会のニー

ズを踏まえた様々な改革を行ってきた。特に平成 23 年度には大学教育の質保証をキーワー

ドにした Tamagawa Vision 2020 を策定し、目標達成に向けた Action Plan を掲げ、PDCA

（Plan-Do-Check-Act）サイクルを回して実行している。 

 この Tamagawa Vision 2020 は、「教育活動における数値目標・指標の設定と国際的評価へ

の対応」「教授主義から修得主義への転換」「客観的根拠に基づく実践・体験型教育の推進」

「教員の教育力の向上」など 11 の項目で構成されている。また、平成 32 年度までのロード

マップを 4つのフェーズに分け、フェーズ 1（平成 23 年度～平成 25 年度）で実施してきた

ことは、①単位の実質化に向けて、履修登録上限単位数を半期 16 単位へ変更、②全学部の

卒業要件に累積 GPA2.00 以上を付加、③全授業科目において、通常のシラバスに加え、学修

指導書となるシラバスを追加作成、④GPA による学修警告制度の実施、⑤学生ポートフォリ

オの導入、⑥授業外学修時間を確保するための時間割の工夫、⑦授業科目のナンバリング、

⑧本学における学士力（コンピテンシー）の策定などである。さらに、学修環境整備の一環
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として平成 26 年 12 月竣工予定の学術情報図書館とラーニング・コモンズの建設を進めてい

る。 

これらの取り組みは、学生の主体的な学修時間の確保と習慣化およびコンピテンシーの修

得を目的としているものであるが、現状では学生の学修時間が増加したとは言い難い状況に

ある。履修登録上限単位を 16 単位としたのは平成 25 年度入学生からであり、平成 25 年度

に行った調査では、週あたりの授業外学修時間を平成 24 年度以前の入学生と比較しても大

差がなく、平均 4時間程度となっている。この原因の一つには、教員の授業設計と授業方法

に問題があると分析している。平成 25 年度のアクティブ・ラーニングを取り入れている授

業科目の割合は 23.9％で、実施している教員は 760 名中、201 名であった。実施している教

員が少なく、実施していない理由としては「授業計画が難しくなるから」が 31.2％、「手法

が分からない」が 22.3％を占めている。 

これらの課題を踏まえ、平成 26 年度よりアクティブ・ラーニングの体系化およびアクテ

ィブ・ラーニングを中心とする学修成果の可視化を図ることを基本方針とし、学生のコン

ピテンシー開発に努めていく。 

 

２． 達成目標と全体計画 

本事業は、新たな学修環境を構築することにより、21 世紀社会を支える高次汎用能力を

備えた人材の育成を目指すものである。本学では近年の中教審答申、教育再生実行会議提言

などを踏まえ、これまで学修環境の整備を行ってきた。ここで述べる学修環境とは、本学の

教育理念、人材育成目標、ディプロマ・ポリシーを実現すべくハードとソフトの両面にわた

る学修環境全般の整備を指す。創立者が「生まれながらにして唯一無二の個性をもちつつも、

万人共通の世界をも有する存在」とした人間観に基づき、本学では、「教育による人格の陶

冶（人格の形成）」と「個の確立・協同性の確立」を建学以来、全人教育の理念として掲げ

てきた。それらを踏まえ、現在は具体的な教育の使命として「21 世紀の日本社会・世界へ

貢献することのできる人間の育成」「人類社会の文化進展に寄与できる人間の育成」を提示

している。時代の枠組みが大きく変わりつつある 21 世紀社会は、同時に予想困難な時代で

もある。そのため、かつて人類が経験したことのない新たな状況に対応できる人材の育成が

急務となる。本学はそうした状況に鑑み、どのような時代や社会にも通用する高次汎用能力

と態度・志向性をもった人材こそが、21 世紀社会はもとより、人類社会の文化進展に寄与

できる人間と考えている。したがって、学修環境の整備とは、こうした学生の育成に向けた

学修環境全般の整備を指す。 

 

（1）これまでの経緯 

以下に、これまで達成した学修環境の整備と平成 26 年度中に達成予定の整備状況を記す。

ハード面に関しては平成 26 年 12 月に竣工する『大学教育棟 2014』がそれに当たる。当該

校舎の 1、2階はこれまでの講義中心型授業に対応する図書館設計がなされている。3、4階

にはアクティブ・ラーニングに対応するための「ラーニング・コモンズ」が設置される。ま

た、3 階には、併せて学修支援のためのスペースも用意され、学生の主体的な学修を支援す
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る。 

ソフト面に関しては、平成 24 年度より「ユニバーシティ・スタンダード科目」と命名さ

れた全学共通科目群を開設し、教養科目のリニューアルを行った。その際に、全科目のナン

バリングを行い、学年毎の到達レベルの可視化を図った。また、卒業に必要な GPA を設定す

るとともに、半期履修上限を 16 単位とするキャップ制を導入することで、単位の実質化を

図った。さらに、学生ポートフォリオの活用を義務化し、カリキュラム・マップとカリキュ

ラム・ツリーに基づいて修得したコンピテンシーを、学生自らが定期的に測れるようにした。 

 

（2）到達目標 

上記の学修環境整備をマクロレベル、ミドルレベルであるとすると、本事業が目指すのは

ミクロレベルの加速推進である。推進の前提として、新たに全教員の参加を義務とするアク

ティブ・ラーニング対応型の FD 研修を立ち上げ、定期プログラム化する。これにより、大

学教員は時代に即応した教育の在り方を学ぶと同時に、教員として何ができなければいけな

いかを体得することが可能になる。授業方法と技術の到達目標を明確にすることで、教員の

教育レベルを底上げし、教育の質の保証を図るのが狙いである。 

アクティブ・ラーニングを実施するうえにおいて重要となるのが、それぞれの科目に適切な

授業方法が選択されているか否かである。そのためには、本学が開設する全科目を対象に、

それぞれアクティブ・ラーニング対応とするか、それとも講義中心とするかを、学問領域と

ディプロマ・ポリシーの関係を踏まえて議論し、アクティブ・ラーニング対応とする科目を

体系化する計画である。なお、その際に、講義中心型の授業であっても自学自習時間にアク

ティブ・ラーニングを要求し、教員もしくは TA が積極的にかかわる場合にはアクティブ・

ラーニングの範疇に入れる。体系化された結果は『学生要覧』等に記載され、受講に当たり、

学生が事前に理解を得られるようにする。現在のところ、平成 28 年度までに本学開設科目

の 60 パーセント、平成 30 年度までに 80 パーセントの科目をアクティブ・ラーニング化す

ることを目指している。 

 

（3）全体計画 

本事業は平成 22 年度から開始された学修環境整備の最終章を担うものであると同時に、

次なる改革のスプリング・ボードとなるものである。これまでの中教審答申と教育再生実行

会議提言に沿うかたちで、本学の大学改革は順調に歩みを進めてきた。また、大学設置基準

についても遵守され、とりわけ単位の実質化については、設置基準に合致したキャップ制の

もと、自学自習の時間が十分に確保されている。そのうえで、最重要となるのが本学のディ

プロマ・ポリシーを実現させるためのアクティブ・ラーニングの実施である。本学では以下

を計画している。 

①アクティブ・ラーニング実施科目の体系化を行い、それぞれの科目でどのようにアクテ

ィブ・ラーニングが行われるかを学生に明確に提示する。体系化されたアクティブ・ラ

ーニング科目については、『アクティブ・ラーニング・ハンドブック』を新たに作成し、

Web 上で公開する。 
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②アクティブ・ラーニングの手法を分類したうえで、それぞれの到達目標とルーブリック

を活用した適切な測定方法を教員が共有する。そのうえで、年度毎に教員がティーチン

グ・ポートフォリオに記載した記録を学部長、担当職員が分析・評価する。また、その

評価を教員の昇任昇格に反映させる。 

③アクティブ・ラーニングがより適切に展開されるように「ラーニング・コモンズ」常駐

の専任教員 2 名、非常勤教員 2 名、事務補佐員 2名を配置する。 

④アクティブ・ラーニングを実施する科目においては実社会との関連性を十分に意識しな

ければならないことから、定期的に学外者によるレビューを実施し、助言を仰ぐ。 

⑤現行の学修成果の測定方法を見直し、講義中心型科目のアクティブ・ラーニング化を推

進する。 

⑥教員が適切にアクティブ・ラーニングを実施できるように週末および夏季・春季休暇に

研修会（ワークショップ）を開催する。開催に当たってはローテーション方式による全

員参加とする。 

⑦学修成果を客観的に把握するために、4年次の春学期終了時点において日本語、英語、数

学の「学修到達度テスト」を実施する。一定の基準に達していない場合は、サマー・ウ

ィンターセッション期間中に指導を行う。 

⑧平成 27 年度より、年に一回『教学マネジメントの改善』に関するシンポジウムを開催し、

その中で「アクティブ・ラーニング」の体系化が教学マネジメントに果たす役割につい

て報告を行う。 
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３． 実施体制および評価体制 

本事業を実施・推進するために、「教育再生加速委員会」を新たに設置し、この委員会を

中心に既設の大学 FD 委員会と連携を図りながら事業の詳細計画の策定を行う。「教育再生

加速委員会」は教学部長を委員長とし、各学部から選任された委員で構成する。また、予

算配分や補助金の執行管理は、教学部が事務局として担当する。各種調査の実施・分析等

にかかわる業務は、学修支援要員として「ラーニング・コモンズ」に配置される常駐の専

任教員、事務補佐員も行う。 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本事業の学内評価は、本学の学長を委員長とし、各学部長等で構成している既設の「教

育研究活動等点検調査委員会」で行い、外部評価は新たに設置する「教育再生加速事業評

価委員会」において行う。「教育再生加速事業評価委員会」は本学の教職員、高等教育研究

を専門とする同志社大学、久留米大学の教員および町田商工会議所、ＨＲプロ株式会社、

丸善株式会社、一般財団法人国際ビジネスコミュニケーション協会からの委員で構成する。 

学内評価・外部評価では、事業の実施計画、目標・指標達成度、事業成果に関する評価

基準を設定し、毎年度末に評価を行う。評価結果は、『事業報告書』にまとめ、本学のホー

ムページにて公表する。 

 

  

教育再生加速委員会 

 ｱｸﾃｨﾌﾞ･ﾗｰﾆﾝｸﾞ推進委員会 

大学ＦＤ委員会 

CHECK 
（教育効果の測定） 

Evaluation 
（説明責任のため）

学長の 

リーダーシップ 

 

 

 

 

教育再生加速事業 

評価委員会 

 

学外者からの 

意見聴取 

改善 
サイクルⅡ 

Assessment
新たなアクト

のアセスメン

ト 

Assessment 
測定方法のアセスメント 

Assessment（改善のため）

学生がどの程度理解し、

どのように理解するよう

になったかについてのア

セスメント 

改善サイクルⅠ

PLAN 

DO 

 

ACT 
評価結果に基づく改善

方策の策定と実行 



 

6 

４． 事業実施計画 

平成 26 年度 

(1)アクティブ・ラーニングの体系化の検討 

  アクティブ・ラーニング推進委員会を設置し、全開設科目を対象に学問分野別にアクティ

ブ・ラーニングの体系化について検討する。その際の到達度評価にルーブリックを採用し、

学生が自己の成長を実感（可視化）できるよう学修指導に活用する。 

(2)ティーチング・ポートフォリオの仕様検討 

アクティブ・ラーニングを実施した科目の内容・手法・省察等を記録し、教員間の情報共

有と授業改善に役立てる手段として、ティーチング・ポートフォリオの仕様の検討と一部開

発（要件定義）を開始する。その際に、国際的通用性のあるシステムを構築する観点から、

先行している米国の大学の実態調査を行う。 

(3)アクティブ・ラーニング・ワークショップの開催 

平成 26 年度以降、毎年アクティブ・ラーニングの実施促進と強化に向け、学内の全教員を

対象とした「アクティブ・ラーニング・ワークショップ」を開催する。 

(4)ルーブリック・ワークショップの開催 

平成 26 年度以降、学生の学修を促進する評価ツールであるルーブリックの作成と使用方法

に関するワークショップを、全教員を対象として毎年開催する。 

(5)アクティブ・ラーニングによる学修成果の検証 

アクティブ・ラーニング実施による成果を検証するために、予め学問分野別に現状での試

験の平均点を抽出し、目標とする試験の平均点を設定する。あわせて本学が定めているコン

ピテンシーの修得状況についても学生ポートフォリオを活用して検証する。 

(6) アクティブ・ラーニングに関する教員調査 

平成 26 年度以降、毎年アクティブ・ラーニングの実施状況、内容、成果等について、学内

の全教員を対象に調査を行う。 

(7) 外部評価の実施 

「教育再生加速事業評価委員会」において、平成 26 年度の取り組みに関する評価を実施す

る。 

(8)広報活動 

本事業を定期的に発信するため、ホームページに専用のウェブサイトを設ける。また、本

事業を広く全国に周知するためのリーフレットを作成し、高等教育機関に配布する。  

 

平成 27 年度 

(1)ティーチング・ポートフォリオの開発 

前年度に検討したシステムの仕様を踏まえ、平成 28 年度運用開始に向けたシステム開発を

行う。 

(2)ティーチング・ポートフォリオ・ワークショップ 

ティーチング・ポートフォリオ導入に向け、学内全教員を対象に「ティーチング・ポート

フォリオ・ワークショップを開催する。 
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(3)学修成果の確認と指導 

平成 27 年度以降、毎年学級担任が学生ポートフォリオをもとに、全学生との面談を学期末

ごとに行い、学修プロセスや能力に応じた指導を実施する。 

(4)シンポジウム開催と報告書の発行 

『教学マネジメントの改善』に関するシンポジウムを開催する。その中でアクティブ・ラ

ーニングと学修成果についての報告を行う。シンポジウムを含めた事業報告書を発行し、高

等教育機関に配布する。これにより、本事業の進捗状況と中間成果の周知を図る。 

(5)卒業生調査の実施 

本学が策定した教育目標と本事業によるラーニング・アウトカムの関係を中心にした卒業

生調査を行う。調査結果に基づき、「教育再生加速事業評価委員会」の意見を踏まえたうえで、

教育改善に反映させる。 

(6)学修支援の強化 

学生の主体的な学びと学修時間の確保に向けて、新たに学修支援のための組織をラーニン

グ・コモンズ内に設置し、常駐の専任教員 2 名、非常勤教員 2 名、事務補佐員 2 名を雇用す

る。 

(7) 外部評価の実施 

「教育再生加速事業評価委員会」において、平成27年度の取り組みに関する評価を実施する。 

 

平成 28 年度 

(1)アクティブ・ラーニング・ハンドブックの刊行 

アクティブ・ラーニング科目を体系化し、新たに『アクティブ・ラーニング・ハンドブッ

ク』として、ホームページ上で公開する。 

(2)日本語プレースメントテストの実施 

平成 28 年度以降、毎年学生の基礎学力を把握するために日本語についてのプレースメント

テストを行う。 

(3)シンポジウム開催と報告書の発行 

『教学マネジメントの改善』に関するシンポジウムを開催する。その中でアクティブ・ラ

ーニングと学修成果についての報告を行う。シンポジウムを含めた事業報告書を発行し、高

等教育機関に配布する。これにより、本事業の進捗状況と中間成果の周知を図る。 

(4) 外部評価の実施 

「教育再生加速事業評価委員会」において、3 年間の取り組みについて評価を実施する。 

 

平成 29 年度 

(1)アクティブ・ラーニング・ワークショップの実施 

平成 28 年度まで実施する「アクティブ・ラーニング・ワークショップ」の対象を外部にも

広げて開催する。 

(2)学修成果に関する卒業生調査 

本学が策定した教育目標と本事業によるラーニング・アウトカムの関係を中心にした卒業
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生調査を行う。調査結果に基づき、「教育再生加速事業評価委員会」の意見を踏まえたうえで、

教育改善に反映する。 

(3)シンポジウム開催と報告書の発行 

『教学マネジメントの改善』に関するシンポジウムを開催する。その中でアクティブ・ラ

ーニングと学修成果についての報告を行う。シンポジウムを含めた事業報告書を発行し、高

等教育機関に配布する。これにより、本事業の進捗状況と中間成果の周知を図る。 

(4)外部評価の実施 

「教育再生加速事業評価委員会」において、平成 29 年度の取り組みについて評価を実施す

る。 

 

平成 30 年度 

(1)アクティブ・ラーニング・ワークショップの実施 

平成 28 年度に引き続き、「アクティブ・ラーニング・ワークショップ」の対象を外部にも

広げて開催する。 

(2)シンポジウム開催と報告書の発行 

『教学マネジメントの改善』に関するシンポジウムを開催する。その中でアクティブ・ラ

ーニングと学修成果についての報告を行う。シンポジウムを含めた 5 年間の事業をまとめた

報告書を発行し、高等教育機関に配布する。また、ホームページに掲載する。これにより、

本事業のまとめと成果の周知を図る。 

(3)外部評価の実施 

「教育再生加速事業評価委員会」において、5 年間の取り組みについて評価を実施する。 
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Ⅱ．事業実施報告 

 

１． 会議体の運営 

（1）事業の目的 

アクティブ・ラーニングの推進と学修成果の可視化に向けた取り組みを実質的なもの

とするため、本事業の中心となる教育再生加速委員会、アクティブ・ラーニング推進委

員会、大学 FD 委員会が相互に連携を図り、内部質保証システムの確立に繋げていく。 

 

（2）事業の内容 

教育再生加速委員会は、本事業の実施計画を立案し、アクティブ・ラーニング推進委

員会が実施・運営をする。また、アクティブ・ラーニングを推進し、学修成果の可視化

を図るため、教員の教育力向上を目的とした研修やワークショップを大学 FD 委員会と

連携をして開催する。 

 

（3）事業の成果（今後の展開を含む） 

平成 27 年度のアクティブ・ラーニング推進委員会では、アクティブ・ラーニング科

目の体系化および『アクティブ・ラーニング・ハンドブック』の内容について検討した。

しかし、アクティブ・ラーニング科目の体系化については、平成 27 年度をめどに終了

する予定であったが、アクティブ・ラーニングに関する教員調査の内容の見直しを図り、

調査の実施時期が遅れたため、若干計画が遅れることとなった。これは、調査結果を体

系化に活かすこととしたためである。 
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２． アクティブ・ラーニング・ワークショップ 

（1）事業の目的 

昨年度に続き、教員のアクティブ・ラーニングについての認識を深め、実施促進と強

化につなげる。このことにより、今年度のアクティブ・ラーニング導入科目の割合を

50％まで上昇させることを目指す。 

 

（2）事業の内容 

「科目担当者研修会」と称し、2回のワークショップを開催した。 

①12 月 15 日「『授業を通して修得できる力』から考えるアクティブ・ラーニング」 

 （講師：本学教育学部 小島佐恵子） 

授業におけるアクティブ・ラーニングの重要性が強調されるようになり、すでにさ

まざまな手法が紹介されてきたが、これらはカリキュラム全体の中に適切に位置づ

けなければさらなる効果を期待することはできない。そこで本ワークショップでは

「授業を通して修得できる力（学士力）」を意識したアクティブ・ラーニングの手

法と構造化について再考する。具体的には、各学部のディプロマ・ポリシ―をふま

えたうえで、「授業を通して修得できる力」を身に付けるための効果的なアクティ

ブ・ラーニングの手法とその構造化について、参加者同士で現在の自分の授業の例

を確認しながら、検討する。 

②1月 15 日「学生が学び合う授業づくりとアクティブ・ラーニング」 

（講師：本学経営学部 伊藤良二） 

本ワークショップでは学生同士で学び合う授業という視点からアクティブ・ラーニ

ングを考える。授業で数名のグループをつくれば得意なところ、苦手なところは学

生間で少なからず異なる。個人で学修していてなかなか進まなかったり、一方で、

仲間から受けた質問に答えることで自らの理解が進んだりすることもある。学生同

士で学び合い、教え合う仕組みには受講者全体の学びを深めることが期待できる。

アクティブ・ラーニングのカリキュラム化が進むなかで、グループワーク、ディス

カッション、プレゼンテーションといった授業方法を個人の学び、試験・レポート

も含めた評価にどうつなげるか。授業のねらいにあった学び合いを促進し、学修成

果を高める仕組みづくりを学問分野横断的に参加者全員で考える。 

 

また、2月 24 日に「大学教育力研修（FD・SD）」を開催し、基調講演「反転授業を組

み合わせたアクティブ・ラーニングの取組」（講師：山梨大学 森澤正之）に続き、以

下のワークショップを実施した。 

①ルーブリック指標による評価の意義と手順（講師：聖心女子大学 杉原真晃） 

②知財教育の実践事例－アクティブ・ラーニング、反転等の実践報告を含む‐ 

（講師：山口大学 木村友久） 

③反転授業の取り組み方‐島根大学全学共通教育・文系科目の実践を例に‐ 

             （講師：島根大学 鹿住大助） 
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④授業英語化のための第一歩（講師：福岡女子大学 和栗百恵） 

⑤本学における事例報告（文学部・リベラルアーツ学部） 

⑥本学における事例報告（農学部・工学部） 

⑦本学における事例報告（経営学部・観光学部） 

⑧本学における事例報告（教育学部・芸術学部） 

なお、「大学教育力研修（FD・SD）」については、本学専任教員は全員出席することが

求められている。 
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（3）事業の成果（今後の展開を含む） 

12 月・1 月の「科目担当者研修会」は各回 10 名が出席をした。12 月については、講

師はアクティブ・ラーニングの陥りがちな過ちを指摘したうえで、本学で定める各「授

業を通して修得できる力（学士力）」を修得するために適したアクティブ・ラーニング

の手法を考える基礎を提示した。さらに、ディープ・アクティブ・ラーニングにも言及

し、学修内容の質にも意識を向けた。参加者からは、アクティブ・ラーニングについて

の理解が深まった、自らの取り組みについて改めて認識できた、などの感想を得た。 

1 月の研修会では、講師は自らのアクティブ・ラーニングの取り組みの具体例につい

て紹介し、初回授業の工夫の重要性について解説した。また、アクティブ・ラーニング

を導入した授業における評価についても言及し、授業と評価を一体として考える必要を

示唆した。参加者からは、自らの取り組みを再検討する機会となったとの意見の一方、

他の教員と意見交換をする場を望む声があった。 

「大学教育力研修（FD・SD）」では 190 名の教員が出席した。参加者アンケートによ

ると、全プログラムを通して 89.2％の教員が内容について「とても充実していた」「充

実していた」と回答している。基調講演は全員が受講したが、これまで理工系科目につ

いてはアクティブ・ラーニングができないという意見が多かったが、今回、山梨大学工

学部の取り組みについてご講演いただいたことで、参加者はアクティブ・ラーニングの

取り組みに広がりを感じたようである。また、本学教員の取り組み事例を報告する場を

設けたことで、具体的なアクティブ・ラーニングの事例に触れ、自らの取り組みへの参

考とすることができたとの意見が多かった。なお、本研修についてはすべての内容を撮

影し、後日、学内に限定をして動画を配信した。これにより、やむを得ず欠席した教員

も自主的に研修をする機会を提供することにもなり、また、参加した教員にとっても振

り返りや他のワークショップの内容を確認する機会となった。 

次年度も引き続き、アクティブ・ラーニング・ワークショップおよび大学教育力研修

（FD・SD）を開催していく。 

 

（4）関連資料 

  ①「大学教育力研修会」開催案内（P.30） 
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３． ルーブリック・ワークショップ 

（1）事業の目的 

ルーブリック指標を成績評価に採用することで評価基準が明確になると同時に、学生

の学修状況の把握が可能となり、客観的な個別指導に役立てることができる。そのため

に、ルーブリック指標の作成と使用方法に関するワークショップを開催する。 

 

（2）事業の内容 

「大学教育力研修（FD・SD）」のワークショップの一つに「ルーブリック指標による

評価の意義と手順（講師：聖心女子大学 杉原真晃）」を開催した。 

 

（3）事業の成果（今後の展開を含む） 

当該ワークショップは昨年度に実施したルーブリック指標に関するワークショップ

と同じ内容で行った。昨年度は教務主任・教務担当者のみを対象に実施したが、今年度

は広く参加者を募った。内容は、ルーブリック指標の意義の説明から作成まで幅広く、

実際に指標を作成することも含まれる基本的な内容であった。参加者は 11 名であった

が、参加者の全員がワークショップについて「とても充実していた」「充実していた」

と回答している。参加者のルーブリック指標についての取り組みには差があったが、こ

れから取り組むものにとってはそのきっかけとなるワークショップであり、また、すで

に取り組んでいるものからは「自分では理解しているつもりでいたが間違っている点が

確認できた」という意見があった。 

今年度は「大学教育力研修（FD・SD）」のワークショップを 8件設けたため、ルーブ

リック指標に関するワークショップの参加者は 11 名に留まった。しかしながら、参加

するワークショップは一つだけではない、他のワークショップにも参加したかったとい

う意見が多かった。そのため、当該研修の基調講演、ワークショップをすべて撮影し、

後日、学内にのみ動画を配信した。これにより、やむを得ず欠席した教員も自主的に研

修をする機会を提供することにもなり、また、参加した教員にとっても振り返りや他の

ワークショップの内容を確認する機会となった。 
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４． アクティブ・ラーニングに関する教員アンケート調査 

（1）事業の目的 

本事業は、本学におけるアクティブ・ラーニング導入促進の取り組みが、どのような

効果を及ぼしているかを、定期的に測定するためのアンケート調査として実施する。ま

た、平成 27 年度からは、教員による共同研究グループと連携して内容を見直し、科目

ごとにどのような形態のアクティブ・ラーニングを実施しているか、またそれを通じて

どのような効果が感じられたかを把握する方法に変更した。今後は、その内容を分析す

ることで、アクティブ・ラーニング体系化のための基礎データとしていく。 

 

（2）事業の内容 

平成 25 年度（AP 採択前）、平成 26 年度、平成 27 年度の各年度末に、学士課程開講

科目を担当する全専任教員・全非常勤講師にアンケート調査を実施した。調査内容（関

連資料①）は、アクティブ・ラーニングの形態別の実施状況およびそれに伴う学生の学

修行動や態度の変化である。また、平成 27 年度においては、アクティブ・ラーニング

の定義が回答する教員に伝わりにくいという反省を踏まえ、質問紙の構成を改めた（関

連資料②）。改訂後の調査用紙は、科目ごとにアクティブ・ラーニングの実施形態や手

応えを確認することで、今後のアクティブ・ラーニングの体系化に活かせるものとなっ

ている。 

 

（3）事業の成果（今後の展開を含む） 

平成 27 年度調査は、内容改訂の調整を重ねた関係で実施時期が遅れ、平成 28 年 3

月中にアンケート調査を配付し、平成 28 年 4 月に提出することとしたため、調査結果

は次年度の報告書に掲載する。 

平成 26 年度は、全専任教員・非常勤講師 789 名にアンケート調査を行い、350 名、

44.4％の教員から回答を得ることができた。プログラム採択前の平成 25 年度と平成 26

年度のアクティブ・ラーニングへの取り組みの変化は表 1 の通りである。 

本学学士課程において開講される科目のうちアクティブ・ラーニングを導入した科目

の割合は、8.1%増加。また、全学生においてアクティブ・ラーニングを導入した科目を

受講した学生の割合は、46.8％増加している。 

 

表 1．平成 25 年度と平成 26 年度におけるアクティブ・ラーニング実施割合変化（％） 

 全開講科目にお

ける実施割合 

必修科目におけ

る実施科目割合

全学生における

受講学生の割合

専任教員におけ

る実施教員割合 

平成 25年度 23.9 14.3 46.6 39.2 

平成 26年度 32.0 10.8 93.4 40.9 

 

平成 26 年度の調査結果（関連資料③）により、主に以下の点が確認された。 

①アクティブ・ラーニングの実施状況とその影響について 

平成 26 年度において、アクティブ・ラーニングを実施している教員の割合は回
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答者の 79.7％であり、未実施教員を大幅に上回った。 

実施形態については、「グループワーク」「ディスカッション」「プレゼンテーシ

ョン」などが、他に比べ突出して多く、偏りが見受けられた。アクティブ・ラー

ニング実施による学生の学修行動の変化で、「学修に対しての能動性向上」「知識

獲得定着」を感じる教員は多い反面、「批判的思考力向上」「問題解決力向上」を

実感する教員は少なかった。 

この点については、アクティブ・ラーニングの実施形態の偏りが起因している

と考えられ、今後の検討課題であろう。 

②アクティブ・ラーニングの未実施状況とその理由 

実施しない理由については、意見が分かれたが、フリーコメントの内容から、

アクティブ・ラーニングについての正しい理解に欠ける面があることが推測され

る。この点については平成27年度調査において、質問紙を改訂して対応している。 

③アクティブ・ラーニングの実施形態と学生の学修行動の変化との関連 

ペアワーク、グルーブワーク、ディスカッション、プレゼンテーションについ

ては、学生のコミュニケーションの活発化を招き、併せて問題解決に能動的にな

り、知識獲得や学修時間の増加に対して、他の実施形態より効果がある傾向がう

かがえる。 

 

 

（4）関連資料 

  ①平成 26 年度アンケート調査用紙（P.36） 

  ②平成 27 年度アンケート調査用紙（P.38） 

  ③平成 26 年度アンケート調査結果抜粋（P.40） 
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５． ティーチング・ポートフォリオ 

（1）事業の目的 

アクティブ・ラーニングを実施した科目の内容・手法・省察等を記録し、教員間の情

報共有と授業改善に役立てる手段として導入する。 

 

（2）事業の内容 

平成 26 年度および平成 27 年度においては、ティーチング・ポートフォリオの仕様の

検討と電子ＴＰの開発（要件定義）を開始。その際に、国際的通用性のあるシステムを

構築する観点から、先行している米国・カナダの大学の実態調査を行った。併せて、国

内におけるティーチング・ポートフォリオ研究者の意見や本学教員の意見を踏まえ、二

次開発を行った。さらに学内における利用拡大に向け、そのステップを検討し、メンタ

ー候補者の養成を開始した。詳細は以下の通りである。 

     [平成 26 年度] 

     12 月 海外大学実態調査（米国・カナダ）<関連資料①②> 

      2 月  ティーチング・ポートフォリオシステム開発（要件定義）開始 

      3 月  ティーチング・ポートフォリオシステム完成 <関連資料③> 

     [平成 27 年度] 

           7 月 各学部教務主任より内容について意見を伺う。以降、教育再生加速委員会、アク

ティブ・ラーニング推進委員会等で検討を重ねる 

     11 月 国内ティーチング・ポートフォリオ研究者にヒアリング、上記検討を反映したシ

ステム 2 次開発（要件定義）開始 

     12 月 メンター候補者が他大学主催のティーチング・ポートフォリオワークショップへ

参加 

      1 月 大学部長会にて運用計画承認 

 

（3）事業の成果（今後の展開を含む） 

   米国・カナダの海外大学視察を経て、本学の教務システムである UNITAMA へティーチ

ング・ポートフォリオシステムを導入。内容についても海外の事例を元に教育再生加速

委員会、アクティブ・ラーニング推進委員会で教員の意見を集め、修正した。その課程

で国内のティーチング・ポートフォリオ研究者数名にヒアリングを行い、ティーチング・

ポートフォリオワークショップに参加した教員が作成をしていく運用を決定した。 

   平成 28 年度の展開としては、4月～7月にかけてワークショップを開催してティーチ 

ング・ポートフォリオを作成。秋にも実施予定で計画している。教育活動の評価として、 

教員資格審査において活用することを検討しており、学内規程を整備していく予定。 

 

（4）関連資料 

  ①米国・カナダ４大学の状況について（P.43） 

  ②ティーチング・ポートフォリオ海外大学視察報告書（P.45） 

  ③ティーチング・ポートフォリオ画面イメージ、構成（P.50） 
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６． 卒業生アンケート調査 

（1）事業の目的 

大学として今後アクティブ・ラーニングの導入・定着と学修プロセス・成果の可視化に向

け、その成果や課題について経時的に把握するため、実際に本学で学修した学生の卒業後の

状況についての調査を行う。この調査により、本学の「授業を通して修得できる力」の実社

会への有効性を把握し、本学が目指すべき教育改善の方向性を見出すことができる。 

 

（2）事業の内容 

平成 24 年度全卒業生（平成 25 年 3 月卒業）1,427 名に対し、①大学で学んだこと・培

ったスキル（社会人基礎力）と大学での授業やサークル、各種行事・活動との関係、②

大学で培ったスキル（社会人基礎力）の社会での活用状況について、卒業生の意見・実

感をアンケートにより調査した。調査用紙は関連資料①の通りである。 

 

（3）事業の成果（今後の展開を含む） 

1,427 名への調査協力依頼に対し、102 名（7.1％）から回答を得ることができた。男女

の内訳は男性 34.3％、女性 65.7％。その他調査対象者の属性は関連資料②の通りである。

また、調査結果の抜粋を関連資料③として添付する。 

①大学で培った社会人基礎力について、卒業生が感じる職務遂行上での役立ち度 

平成 19 年 3 月の経産省「企業の求める人材像調査」によると、企業で求める人材像

と関係の深い能力の最上位は「前に踏み出す力」であり、他の 2 つの能力を大きく引

き離す結果であった。これに対して本学の卒業生は職務遂行上役に立っているとした

能力の最上位は、本アンケート質問１-①の結果によると【チームワークで働く力】

(80.6％）で、【前に踏み出す力】（78.4％）【考え抜く力】（73.8％）と続いた。能力要

素別では、いずれも【チームワークで働く力】の要素である【情況把握力】【規律性】

【傾聴力】であった。一方で、否定回答割合の上位 3 位は、【創造力】【ストレスコン

トロール力】【働きかけ力】であった。 

そのため、社会で役立つ【創造力】【働きかけ力】とはどのようなものであるのかを

探求・明確化し、授業や大学での各種行事における学生指導にどのような工夫・改善

を施すべきか、検討する必要性が感じられる。 

②大学での活動・取り組みや行事と社会人基礎力養成の関係性 

・社会人基礎力を培えた大学時代の活動・取り組みや行事は、設問１-②によると、

能力全体では「ゼミ・研究室」「クラブ・サークル」「授業」が上位 3位に入り、社

会人基礎力養成には大学の学修内容の充実が肝要であることがうかがえた。 

・設問２によると、最も社会人基礎力を培えたとする授業は科目別では、「専門科目」

が最上位で「教養科目」や「卒業研究・論文」「外国語科目」については、社会人

基礎力養成を意識した取り組みについて検討する必要性が感じられる。 

③授業方法の形態と社会人基礎力養成の関係性 

設問３-①によると、大学で受けた授業形態の上位 3位は「論文・レポート」「講義」
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「プレゼンテーション」であった。 

設問３-②では、企業が必要とする【前に踏み出す力】を培えたとする回答割合は全

体で 26.7％と低い結果であった。 

また、【前に踏み出す力】を比較的培えたとする「フィールドワーク」「職場体験実習」

などの形態の受講頻度はいずれも 30％未満であり、企業が求める人材ニーズと授業形

態のあり方やそこで育まれる社会人基礎力についてはギャップが見受けられた。 

これらの結果から、今後アクティブ・ラーニング実施科目の体系化・教員の教育力養

成を、アクティブ・ラーニングの有効性を推進する上での課題の一つと捉える必要があ

ると考えられる。 

今後は、引き続き平成 29 年度に同様の調査を行い、本学が従来から取り入れているキ

ャップ制や成績警告制度の効果測定とともに、目的に掲げた事項を継続的に探究してい

く。 

 

（4）関連資料 

  ①アンケート調査用紙（P.55） 

  ②調査対象者の属性（P.57） 

  ③調査結果の抜粋（P.58） 
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７． ジェネリック・スキル測定テストの実施 

（1）事業の目的 

本学では、AP のテーマ 2「学修成果の可視化」においても採択を受けており、その開

発に取り組んでいる。本学では、この学修成果を平成 20 年 12 月の中央教育審議会答申

「学士課程教育の構築に向けて」の中で、学士課程共通の参考指針として示された高次

汎用能力と位置付けている。本事業では、これらの能力を客観的に評価できるとされる

市場のジェネリックスキル測定テストを学生に受験させ、本学における学修成果測定の

ためのベンチマークとして活用する。 

 

（2）事業の内容 

全学部 3 年生のうち 517 名に、学校法人河合塾と株式会社リアセックが共同開発した

「PROG(Progress Report On Generic )テスト」を受験させた。テスト実施期間は平成 28

年の 2月～3 月である。このテストは、ジェネリックスキルを「コンピテンシー」と「リ

テラシー」に大別し、具体的には対人基礎力・対自己基礎力・対課題基礎力といった行

動実践力、そして情報収集力・情報分析力・課題発見力・構想力といった知識活用力に

ついて、現在社会で活躍しているリーダークラスのデータと比較し、客観的に測定する

ものであり、国内の大学で多く実施されている。 

 

（3）事業の成果（今後の展開を含む） 

テスト実施結果の詳細は分析を待っている状況であるが、全体集計のみについての速

報データによると、以下の傾向がうかがえる。 

①玉川大学生の全国学生平均に対するポジション（関連資料①） 

玉川大学３年、文学部３年、観光学部３年、工学部３年、芸術学部３年は、リテラ

シー総合、コンピテンシー総合とも、学生平均を上回る。 

教育学部３年、農学部３年は、リテラシー総合は学生平均を上回るが、コンピテン

シー総合は学生平均を下回る。 

リベラルアーツ学部３年、経営学部３年は、リテラシー総合は学生平均を下回るが、

コンピテンシー総合は学生平均を上回る。 

②リテラシー総合の状況（関連資料②） 

大学文系３年（偏差値 45 以上 55 未満）（基準値）に比べて、文学部３年、教育学部

３年の平均値は上回る傾向にある。 

観光学部３年の平均値は下回る傾向にあり、リベラルアーツ学部３年、経営学部３

年の平均値は低い。 

大学工学・農学系３年（偏差値 45 以上 55 未満）（基準値）に比べて、農学部３年の

平均値は下回る傾向にあり、工学部３年の平均値は低い。 

大学芸術系全体（基準値）に比べて、観光学部３年の平均値は下回る傾向にある。 

③コンピテンシー総合の状況（関連資料③） 

大学文系３年（偏差値 45 以上 55 未満）（基準値）に比べて、玉川大学３年、リベラ
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ルアーツ学部３年、経営学部３年、観光学部３年の平均値は高い。 

文学部３年、教育学部３年の平均値は上回る傾向にある。 

大学工学・農学系３年（偏差値 45 以上 55 未満）（基準値）に比べて、工学部３年の

平均値は高く、農学部３年の平均値は下回る傾向にある。 

大学芸術系全体（基準値）に比べて、芸術学部３年の平均値は上回る傾向にある。 

 

本学では、学生ポートフォリオにおいて高次汎用能力の獲得を学修成果として自己評

価させている。今後はこのテストによって得られた結果を、それぞれの自己評価と比較

して、どの程度の相関があるのか等について分析する。また、平成 28 年度においても引

き続き PROG テストを同学年である 3 年生に実施し、本学のアクティブ・ラーニング充実

の取り組みが、学生の高次汎用能力の獲得にどの程度貢献したのか、卒業生アンケート

とともにベンチマークとして活用する。 

 

（4）関連資料 

①玉川大学生の全国学生平均に対するポジション（P.63） 

②リテラシー総合の状況（P.64） 

③コンピテンシー総合の状況（P.65） 
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８． 学修支援の強化 

（1）事業の目的 

   ラーニング・コモンズにおける学修支援教員を配置することで、教員が授業で行うア

クティブ・ラーニングの有効性を高め、同時に学生の学修に対する積極性を活かし、意

欲的な学修を支援する。また、学生を主体的な学びへと方向づけることができる。 

 

（2）事業の内容 

   ラーニング・コモンズ内に学修支援のためのサポート・デスクを設け、アカデミック・

スキルズのサポートを行う専任教員 2名、非常勤教員 2 名、事務補佐員 4 名を配置する。 

 

（3）事業の成果（今後の展開を含む） 

   本取り組みは本年度より実施したものであるが、専任教員 2名、非常勤教員 2名、事

務補佐員 4名（交代制、実質 1 名）を配置した。専任教員については学士課程開講科目

の担当もしているが、これは在学生の実情を確認する意味もある。しかしながら、科目

数は 1学期それぞれ 2科目に留めており、サポート・デスクでの学修支援に影響のない

ように努めた。 

   サポート・デスク開設当初はまだ学修サポート・デスクの認知度も低く、自ら質問に

来ようという学生も少なかったが、年間を通せば 1200 件を越える相談件数となった。い

つでも質問を受けてくれる教員がいるという安心感は学生の学修への積極性を促し、意

欲的な学修を支援することに資することができたと考えている。また、学修支援教員自

らライティング等のアカデミック・スキルズに関する講座を開講し、通年 150 名を越え

る受講者があった。秋学期には学部教員とも連携し、学修内容を共有した支援をするこ

とができた。また、学生の学修支援をすることでアクティブ・ラーニングへの対応の支

援ともなり、学生のみならず教員が授業で行うアクティブ・ラーニングの有効性を高め

ることにもつながったと考えている。 

   また、アカデミック・スキルズだけでなく、英語、会計学、IT の学修支援教員も非常

勤ながら配置し、より深い支援を目指した。さらに、大学院生のティーチング・アシス

タント(以下、TA)にも協力を要請し、直接、教員に相談することが不得手な学生に対し

て、教員と学生の間に立った支援を行った。アカデミック・スキルズ担当の学修指導教

員は専門科目担当の支援教員や TA のまとめ役ともなり、サポート・デスクが一体となっ

た支援ができた。 

   次年度は今年度の取り組みを継続しながら、より一層学内の認知度を上げ、よい意味

で利用してもらえるよう、ニュースレターの発行など新たな取り組みを予定している。 

 

（4）関連資料 

  ①春学期学修支援セミナーポスター（P.66） 

  ②秋学期学修支援ミニ講座ポスター（P.67） 

  ③秋学期レポート講座Ⅱポスター（P.68）    
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９． 学修成果の確認と指導 

（1）事業の目的 

学修成果を把握し、学修プロセスや能力に応じた指導を実施するため。 

 

（2）事業の内容  

平成 25 年度入学生から「学生ポートフォリオ」を導入しているため、下記の項目に

ついて学生に入力させたうえで、担任教員による全学生との面談を実施した（平成 24

年度以前入学生は、紙フォームを配付し学生が記入）。 

 

・授業以外の学修時間（1日何分かを入力） 

 学修効果が高かった学修方法／うまくいかなかった学修方法／今後やろうと考えて

いる学修方法（個人・グループ・チューターの指導・学外機関）等からチェックボ

ックスを選択。複数回答可。 

・学内（図書館・ラーニングコモンズ・食堂・教室・その他）／学外（自宅・図書館・

電車内・友達の家・その他）等からチェックボックスを選択。複数回答可 

  

担任教員は面談実施後に、下記の情報を教務システム UNITAMA の「面談記録」に入力。 

・面談日 

・面談時間 

・面談場所 

・全体を通しての所見（その他学生生活も含む） 

 

（3）事業の成果（今後の展開を含む） 

在学生のうち 67.3％の面談記録が入力された（関連資料①参照）。 

面談の実施を通じて、担任教員は学生ごとにどのような課題があるかを把握して指導

にあたる意識をもつようになった。 

今後は担任教員が面談を実施しやすい環境を整備し、実施率をさらに上昇させる。 

また、学生が入力した項目を分析し、成績評価や GPA との関連についての分析を進め

る。 

 

(4)  関連資料 

①UNITAMA 面談記録入力率（P.69） 
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１１． 広報活動 

（1）事業の目的 

本学における AP の取り組みや成果を他大学等に定期的に発信し、アクティブ・ラー

ニングの推進と学修成果の可視化を促進、普及させることを目的とする。 

 

（2）事業の内容 

平成 26 年度に本学のホームページに AP 専用 Web サイトを開設し、事業概要や実施計

画を掲載した。また、リーフレットを作成し、全国の国公私立大学に送付した。 

平成 27 年度にはホームページの AP 専用 Web サイトをリニューアルし、活動報告やニ

ュース&トピックスを掲載。また、その他、他大学等からのヒアリング対応など、以下

のとおり広報活動を行った。 

 

 〔平成 27 年度〕 

 7 月 30 日 私立大学情報教育協会「教育改革 FD／ICT 理事長・学長等会議」におい

て玉川大学の AP に関する取り組みを報告 

 10 月 5 日 名城大学が本学を訪問。玉川大学の AP に関する取り組みを説明 

 10 月 30 日 私立大学情報教育協会「教育改革事務部門管理者会議」において玉川大

学の AP に関する取り組みを報告 

 12 月 9 日 摂南大学「教育改革フォーラム」において玉川大学の AP に関する取り組

みを説明 

 12 月 17 日 私学事業団が本学を訪問。玉川大学の AP に関する取り組みを説明 

 1 月 14 日 福岡工業大学が本学を訪問。玉川大学の AP に関する取り組みを説明 

      〔ホームページ URL〕 

              http://www.tamagawa.jp/university/introduction/outline/u-ap/ 

 

（3）事業の成果（今後の展開を含む） 

本学における AP の取り組み状況や成果を定期的に発信することにより、他大学等へ

の波及効果が得られるとともに「アクティブ・ラーニングの推進」や「学修成果の可視

化」の促進につなげることができた。また、上記のとおり他大学等に報告、説明した際

には、今後 AP に関する取り組みを進めるうえで参考となる情報を収集することもでき

た。 

平成 28 年度以降も引き続き、ホームページの更新やシンポジウムの開催、他大学等

からのヒアリングに対応し、本学における AP の取り組みや成果を定期的に発信してい

く。 

 

（4）関連資料 

     ①リーフレット（P.129） 

     ②ホームページ抜粋（P.131） 
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１２． 外部評価の実施（平成 26 年度） 

本事業の外部評価は、設置する「教育再生加速事業評価委員会」において行う。「教育再生

加速事業評価委員会」は本学の教職員 8名、高等教育研究を専門とする同志社大学の山田礼

子教授、久留米大学の安永 悟教授、町田商工会議所の井之上正司企業支援部長、ＨＲプロ

株式会社の寺澤康介代表取締役社長、丸善株式会社の飯田健司事業管理部長および辻井康裕

首都圏営業部長、一般財団法人国際ビジネスコミュニケーション協会ＩＲ事業本部長の安藤

益代委員で構成する。 

 外部評価では、事業の実施計画、目標・指標達成度、事業成果に関する評価基準を設定し、

毎年度末に評価を行う。評価結果は、『事業報告書』にまとめ、高等教育機関に配布する。 

 平成 27 年 3 月に実施した「教育再生加速事業評価委員会」では、本学の「大学教育再生加

速プログラム」の取り組みについてと米国・カナダにおけるティーチング・ポートフォリオ

の実態調査の報告を行ったのち、上記外部評価全委員の方からコメントならびに意見交換を

行った。 

以下に、「教育再生加速事業評価委員会」に各委員から提示された主な課題についてまとめ

る。 

・アクティブ・ラーニングの基本的な技術のトレーニングが必要である。基礎基本を繰り返

しやらないと、なかなか現場で学生を動かすことができない。 

・アクティブ・ラーニングの体系化について、非常に重要なポイントである。体系化するだけで

はなくて同じ基礎の基本を何度も使いながら重ねていくということが大学教育全体として必

要である。 

・アクティブ・ラーニングの間接評価として学生アンケートの実施の検討が必要である。 

・アクティブ・ラーニングの研修に関しては FD の側面があるので、授業レベル（ナンバリン

グ）が必要になってくる。 

・実際にアクティブ・ラーニングを通じて得て伸びた能力というのがどういうものであるの

か、本当に測れるようなものの検討が必要である。 

・質の高いアクティブ・ラーニングを推進していくと、やはりインプットの重要性が非常に

浮き彫りになる。今までの授業でインプットをどうやっているのかというのは、あまり議

論になっていない部分がある。質を上げていく為には、課題になる。 

・社会との繋がりを非常に強く意識すべき観点から、アクティブ・ラーニングに是非社会人・

経営者を巻き込むなど、交流の場を設けることが必要である。 

・論理的思考や問題解決にはなくてはならない能力である。専門家ではなくても、基本的な統計

的センス、数字のセンスがないといけないと言われているので文系科目にも入れる必要がある。 

・ティーチング・ポートフォリオについて、目標管理であればやはり評価が必要である。 
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Ⅲ．関連資料 
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平成 27 年度 大学教育力研修会（FD・SD） 
 

日時 ： 平成 28 年 2 月 24 日（水）10:00～15:30 

場所 ： 基調講演    大学教育棟 2014 521 教室 

     ワークショップ 大学教育棟 2014 教室（詳細は後日ご連絡いたします。） 

主催 ： 教学部 

共催 ： 大学 FD 委員会 

 

 

日程 ： 10:00～12:00 基調講演 

※大学全専任教員および課長以上職員 

テーマ 反転授業を組み込んだアクティブ・ラーニング 

講 師 山梨大学大学教育センター副センター長・教授 森澤正之 

内 容 学生の能動的な学びを促進する教授方法であるアクティブ・ラーニ

ング（AL）は、講義を聴くだけの授業に比べて知識の定着率や活用

する能力を高める効果がある。その反面，AL には一つの概念を学

修するためには多くの時間が必要となるという問題がある。山梨大

学では、反転授業を AL に組み合わせることにより、知識伝達量を

減らすことなく授業の大半を AL 化することを試みてきた。本講演

では、反転授業を組み合わせた AL による授業改善の取り組みにつ

いて紹介する。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 反転授業，アクティブ・ラーニング，事前学習動画教材 

 

     13:30～15:30 ワークショップ 

      ※大学専任教員は、全員いずれかのワークショップに参加する（事前申込）。 

職員の参加は任意とする（事前申込）。 

    

 

     ①テーマ「ルーブリック指標による評価の意義と手順」 

講 師 聖心女子大学文学部・准教授 杉原真晃 

内 容 本ワークショップでは、学習者の学習成果・到達度を評価するため

に作成し使用する「ルーブリック」を参加者が協働で作成する。ル

ーブリックとは何なのか、ルーブリックのメリットとデメリットは

何かを確認したうえで、教員として自らが実感し、評価する学生の

成長の様子を言語化する作業を進める。ルーブリックの作成をして

みたい、ルーブリックを用いた評価の技術を身につけたい、評価に

関する理解を深めたい等を参加者個々の出発点と考える。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 評価の観点と水準、形成的評価と総括的評価 

      ※ 昨年度に教務担当者に限定して実施したワークショップと同じ内容です。今回は参加

者を限定しておりませんが、昨年度に参加していない教員を対象とします。 

【関連資料】2．アクティブ・ラーニング・ワークショップ

①「大学教育力研修」開催案内
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  ②テーマ「反転授業の取り組み方①－山口大学知財教育の実践を例に」 

講 師 山口大学大学研究推進機構知的財産センター・教授 木村友久 

内 容 山口大学では2013年度から2000人弱の学生を対象に全学生必修の

知財科目（1 単位）を開設，引き続き科目の体系化を図り教養教育

で計 10 科目の知財科目を実現した。現在，そこで得られた各種デ

ータを基に授業改善を進めている。ここでは，授業改善の一環とし

て著作権部分を反転学習にした事例と知財情報検索部分を対面授

業から完全な e-learning に移行した事例を取り上げ，授業における

学生の動画視聴行動及び授業効果等を紹介する。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 知的財産 課題解決能力 学習時間担保 

 

③テーマ「反転授業の取り組み方②－島根大学全学共通教育・文系科目の実践を例に」 

講 師 島根大学大学・学生支援機構教育開発センター・准教授 鹿住大助 

内 容 本ワークショップでは、反転授業の方法を教養・文系の授業科目に

取り入れる際の工夫を、参加者と意見交換しながら検討し、参加者

自身が自らの授業計画（の一部）に取り入れてみることを目標とす

る。その際、島根大学で取り組んでいる反転授業プロジェクトの知

見を紹介するとともに、講師が担当する授業、「大学で学ぶ世界史」

での実践事例（失敗談も）を交えながらワークショップを進めてい

く。文系／理系の学問分野を問わず、多くの参加者と対話できる場

としたい。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 反転授業、アクティブ・ラーニング、授業デザイン 

 

④テーマ「授業英語化のための第一歩」 

講 師 福岡女子大学国際文理学部・准教授 和栗百恵 

内 容 迫りくる「コンテンツ科目の英語化」。「英語で授業をする」ために、

教員はどのような準備ができるだろうか。このワークショップで

は、参加者が持つ授業英語化への不安・課題感の整理と、英語で授

業を行うためのロードマップを描いてみることを目的とする。その

プロセスで、授業英語化はアクティブ・ラーニング実践ともつなが

っていることに気づき、授業運営に必要なヒント・リソースを得つ

つ、実践への一歩を踏み出せるようにしたい。   

ｷｰﾜｰﾄﾞ 授業英語化、教室英語、アクティブ・ラーニング 

 

⑤テーマ「アクティブ・ラーニングにおける本学の事例報告（文学部・リベラルアーツ学部）」 

報告１ 深い学びをどう誘発するか～『英語科指導法（総合）』の実践をベ

ースに～ 

報告者 文学部英語教育学科・准教授 工藤洋路 

内 容 本発表では、「英語科指導法（総合）」の授業実践の報告を中心に、

学生の深い学びをどのように誘発するかについて議論したい。発表

者の授業では、学生同士のグループワークでは議論の質が高まらな

いことがしばしば見られたため、どのように教師が、直接的あるい

は間接的に介入をしていくべきかが課題となっている。実際の授業
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映像を見ながら議論をしていきたい。  

ｷｰﾜｰﾄﾞ ディープアクティブ・ラーニング、クリティカルシンキング、教師

の介入 

報告２ 「人間学特殊研究」における概念マップを利用した継続的な授業改

善の取り組みについて 

報告者 文学部人間学科・教授 茅島路子／小田部進一・准教授 宮崎真由 

内 容 文学部人間学科の「人間学特殊研究」において、広島大学大学院工

学研究科で開発された概念マップツールを導入し、授業内容伝達度

合いを評価し継続的な授業改善を行なっていることと、平成 27 年

度の新たな取り組みとして映像と概念マップを組み合わせた予習

について報告する。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 予習、授業改善、授業内容伝達度合い 

報告３ レポート作成過程へのディベートの組み込み――「一年次セミナ

ー」における試み 

報告者 リベラルアーツ学部リベラルアーツ学科・准教授 下村恭広 

内 容 レポート・論文の執筆は、学生が主体的に問題を発見しそれと取り

組む力を養うのに必須の実践である。専門課程に進む前段階におい

て、レポートの書き方の基礎をどのように身に着けさせるべきだろ

うか。報告者は「一年次セミナー」のクラスで、レポート作成過程

に学生間の相互作用を組み込むことを、ディベートの実施によって

試みている。本報告では、実際の授業の進め方（時間配分、課題の

出し方、学生の班編成等）について紹介し、レポート作成にとって

ディベートを行うことの意義について述べる。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 初年次教育、学習者としての主体性、死刑存廃論 

報告４ リベラルアーツ学部北海道プロジェクトの取り組み 

報告者 リベラルアーツ学部リベラルアーツ学科・教授 中田幸司 

内 容 リベラルアーツ学科では 2008 年より「夏セメ」―北海道内の小学

校を訪問し学生による英語と国語の集中授業―が実施されてきた。

3・4 年生の教職志望の学生を中心に、サポートには大学院生や現職

の教員となった卒業生たち。彼・彼女らが織りなす教科書にはない

真に「楽しい」授業に至るには今日の「アクティブ・ラーニング」

が浸透し、想像から創造を体感するプロジェクトとなる。その内容

の一部を紹介しつつ教師教育への提案を行う。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 事前指導、異年齢交流、相互評価 

 

⑥テーマ「アクティブ・ラーニングにおける本学の事例報告（農学部・工学部）」 

報告１ 理系科目でのアクティブ・ラーニング導入について 

報告者 農学部生物資源学科・准教授 宮田 徹 

内 容 自然科学の分野では進歩がめざましく、多くの新しい知識を伝達し

正確に理解させるために、授業は講義形式になりがちである。しか

し学生が学んだことを有意義に活用できるようにするには、知識と

知識を結び、学生の考える力の向上が必要になる。本報告では生物

資源学科の授業で行っている、ペアワークとディスカッションのア
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クティブ・ラーニング事例を紹介し、正確に理解することと得た知

識からより深い考察と適切な判断ができるための試みについて提

案する。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 理系科目、ペアワーク、ディスカッション 

報告２ 農学部におけるアクティブ・ラーニングの事例と今後の課題 

報告者 農学部生命化学科・准教授 佐藤一臣 

内 容 農学部生命化学科では、1 年生から 4 年生まで一貫して学生実験・

演習科目を開講しており、これらの科目は理系学部における一種の

アクティブ・ラーニングといえる。本報告では生命化学科 1 年次の

演習・実験においてこれまでに取組んできた改善とその成果、4 年

次における卒業研究の有効性について具体的な事例を挙げて報告

する。また、今後理系学部として考えるべき課題について提示する。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 学生実験、演習、卒業研究 

報告３ ロボット工房プロジェクト‐つくる・動かす・競う・学ぶ‐ 

報告者 工学部機械情報システム学科・教授 大森隆司 

内 容 工学部ロボット工房では、昨年度、学部の一年生を対象にロボット

で「遊ぶ」活動を行ったところ、意欲的な学生が工房に常駐して 1

年生から 4 年生までの約 20 人が共に過ごす場が生まれた。特に、

子どもに人気のミニ四駆のコンピュータ組み込み改造は好評で、春

休みに学生が自主的に工作や競技に参加した。意欲的な学生を遊び

を通じて自主活動のコミュニティに引き込む方法は、いまの時代の

学生にマッチしているように思える。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ ロボット，技術の遊び，ミニ四駆，縦のコミュニティ 

報告４ 回路基礎‐定理：苦痛から必要性を考えさせる 

報告者 工学部ソフトウェアサイエンス学科・教授 山﨑浩一 

内 容 回路理論で活用する重要な定理の導出を試みる。これまでの授業で

は、定理を示し、それを用いるいくつかの演習問題を解かせていた

が、中々、定着しなかった。今回、まず、定理を説明せずに同様の

演習問題を解かせることで、面倒さを体験させる。次に、定理導出

のヒントとなるいくつかの演習を解かせ、得られた結果を検討する

ことで定理を推察させる。その経験により、定理のありがたさを味

わわせ、定着度を高めることが目的である。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 回路理論、重ね合わせの理、テブナンの定理 

 

⑦テーマ「アクティブ・ラーニングにおける本学の事例報告（経営学部・観光学部）」 

報告１ 学生の協同による学び ―会計分野の授業における実践― 

報告者 経営学部国際経営学科・准教授 伊藤良二 

内 容 学生が助け合って学修する授業を通して、教育課程に沿ったより主

体的な学びを促進している。学生同士で学び合う環境をつくること

で知識の定着を図り、スキルを伸ばす。学修内容を他の受講者に伝

えるプロセスでは、ニュース、企業が公表する資料を題材として、

ときには自身の体験を通して学びを深める。 
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ｷｰﾜｰﾄﾞ 協同、チーム、学び合い、教育課程 

報告２ 「中小企業論」および「ビジネスリーダーシップ」における実践 

報告者 経営学部国際経営学科・助教 長谷川英伸 

内 容 講義では中小企業の経営やビジネスリーダーに求められる資質に

関する議論を学生と共に行うようにしている。また、講義では学生

の論理的思考能力を養うために、学説に基づいた課題の提示や、経

営者等を招聘し、学生と経営者等との意見交換の場を設けている。

今回は講義で行っている実践方法や学習効果を中心に紹介してい

く。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ ディスカッション、課題研究、経営者等の交流 

報告３ 「観光社会学」における実践 

報告者 観光学部観光学科・准教授 秋山 綾 

内 容 本講義は、研究することのたのしさと基本的な作法について修得す

ることを目的としている。講義の進行においては、インタラクティ

ブなやりとりに重点をおき、学問への興味を喚起する機会とアウト

プットの場を提供することを心がけている。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 「観光社会学」、インタラクティブなやりとり、研究のたのしさ 

報告４ 「宿泊事業論」における実践 

報告者 観光学部観光学科・准教授 根木良友 

内 容 1年間のオーストラリア留学から帰国した観光学部1期生に対して、

更なる語学力の向上ならびに英語による専門知識の修得を目的と

して、観光学部では本年度から専門科目の一部で英語による授業展

開を行っている。本事例報告では「宿泊事業論」を事例として、当

該授業が教員による一方向的な講義形式とならないように、学修者

の能動的な学修への参加を促す試みについて報告する。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 主体的な学修、スキルの育成、理論の現実適用 

 

⑧テーマ「アクティブ・ラーニングにおける本学の事例報告（教育学部・芸術学部）」 

報告１ 発言しやすい環境づくりと企業とコラボしたアクティブ・ラーニン

グ 

報告者 教育学部教育学科・准教授 大谷千恵 

内 容 ワークショップの前半では、学生同士が発言しやすい教室環境をつ

くるための工夫を紹介する。学内の先生方にもご協力いただいて開

発した教具を実際に体験しながら、発言しやすくなる仕掛けと使い

方について紹介したい。後半では、現在進行形の企業とコラボした

アクティブ・ラーニングの試みについて紹介する。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ アクティブ・ラーニング、 学習環境づくり、恊働学習 

報告２ Edu Track を活用した授業づくり 

報告者 教育学部教育学科（通信教育部）・准教授 湯藤定宗 

内 容 今年度から導入された Web TAMA の Edu Track を活用した授業づ

くりを 11 月～12 月の通学スクーリング「教育課程編成論」におい

て試みた。Edu Track は、通学課程のシステム BlackBoard に類似
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した学習支援ツールである。今回の発表では、主な取り組みとして

行った①授業内容の概要説明の映像提供、②学習教材（予習プリン

ト）の掲載、③ディスカッション機能を活用した情報共有、④学生

の主体的な取り組みについて紹介する。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ Edu Track、ディスカッション機能、主体的学び 

報告３ 日米共同授業（玉川大学×ドレクセル大学）におけるアクティブ・

ラーニングの実践 

報告者 芸術学部芸術学部メディア・デザイン学科・准教授 藤枝由美子 

内 容 本授業は、国際文化交流における学生のリーダーシップやコミュニ

ケーション力の育成を目的とし、玉川大学とドレクセル大学の学生

が日米混合のグループで共通の課題に取り組むものである。これま

で 3 年間継続して開講した授業を事例とし、その成果、工夫、改善

点、今後の課題などについての考察を交え、アクティブ・ラーニン

グの実践として報告する。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ グローバル・リーダーシップ、グループワーク、フィールドワーク 

報告４ 玉川大学新校舎にデザインで関わるアクティブ・ラーニング 

報告者 芸術学部芸術教育学科・准教授 中島千絵 

内 容 2015 年度、ビジュアル・アーツ学科 3 年生の専攻科目「情報デザ

イン C」において新食堂棟内のデザインに取り組む機会をいただい

た。チームを編成しコンペ形式で展開したこのプロジェクトについ

て、アクティブ・ラーニングの視点から報告する。 

ｷｰﾜｰﾄﾞ デザイン、学内協働、アクティブ・ラーニング 

 

      ※ ⑤～⑧については、事例報告の後に意見交換があります。 

 

 

●本件についてのお問い合わせは教学部教育学修支援課（内線 8866）までご連絡ください。
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アクティブ・ラーニング等に関する調査 

設問１．アクティブ・ラーニングの実施状況 

1-1 あなたは担当科目において、アクティブ・ラーニングを実施していますか。（授業で 1 回以上実施

していれば実施となります。また、ゼミ・卒業論文の指導は除きます。） 

   ※本学におけるアクティブ・ラーニングは、以下のものとします。 

   ペアワーク、グループワーク、ディスカッション、ディベート、プレゼンテーション、PBL（Project

／Problem）、フィールドワーク 

 

     A 実施している  → 1-2,1-3 について回答してください   

B 実施していない → 1-4 について回答してください 

 

1-2  アクティブ・ラーニングを実施している科目（複数担当科目も含みます）について、 

    該当する箇所に記入してください。（平成 26 年度の秋学期は予定でも構いません） 

 平成 25 年度 平成 26 年度 

科目名 履修区分 科目名 履修区分

 必・選  必・選 

 必・選  必・選 

 必・選  必・選 

 必・選  必・選 

 必・選  必・選 

 必・選  必・選 

 

1-3  アクティブ・ラーニングを実施して、学生が主体的にテーマ設定を行うなど学修行動や態度に変

化があったと思いますか。該当する番号に○をつけてください。（複数回答可） 

1 学生の知識獲得が定着した 

2 学生が問題・課題を解決するために能動的に理論を学ぼうとするようになった 

3 学生の批判的思考力が身についた 

4 学生の問題解決能力が身についた 

5 学生同士のコミュニケーションが活発になった 

6 学生の授業時間外学修時間が増加した 

7 その他 

（                                   ）

 

1-4 アクティブ・ラーニングを実施していない理由を以下から選んでください。 

A 手法がわからないから B 授業設計が難しくなるから C 教員の負担が増えるから

D 今後実施する予定 E その他（                       ）

【関連資料】4．アクティブ・ラーニングに関する教員アンケート調査

①平成 26 年度アンケート調査用紙
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設問 2．学生ポートフォリオについて 

2-1  あなたは担当科目の受講学生（2 年生以下）の学生ポートフォリオをチェックして 

いますか。 

 

   A チェックしている      B チェックしていない 

 

2-2 あなたは担当科目の受講学生（2 年生以下）の学生ポートフォリオにコメントをしていますか。 

 

      A コメントをしている     B コメントをしていない 

 

2-3 あなたは担当科目の受講学生（2 年生以下）の学生ポートフォリオを活用していますか。 

 

 A 活用している  → 2-4 について回答してください 

   B 活用していない  

 

2-4  学生ポートフォリオをどのように活用していますか。 該当する番号に○をつけてください。（複

数回答可） 

1 成績評価に反映させている 

2 学修支援のために活用している 

3 受講学生を理解するために活用している 

4 教授法の振り返りをするために活用している 

5 その他 

（                                   ）

 

 

調査は以上です。ご協力いただき、ありがとうございました。 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

【関連資料
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料】4．アククティブ・ララーニングに

②平成

に関する教員

27 年度アン
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ト調査

査用紙
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【関連資料
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【関連
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連資料】５.ティーチン

① 米国・カ

ング・ポート

カナダ４大学

トフォリオ 

学の状況について 
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【関連資料】５.ティーチング・ポートフォリオ

②ティーチング・ポートフォリオ海外大学視察報告書
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【関連資料】５.ティーチング・ポートフォリオ

③ティーチング・ポートフォリオ画面イメージ、構成
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【【関連資料】６．卒業生

①アン

生アンケート

ンケート調査

ト調査

査用紙
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【【関連資料】６．卒業生

②調

生アンケー

調査対象者の

ト調査

の属性
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【関関連資料】６６．卒業生ア

③調

アンケート調

調査結果の抜

 

調査

抜粋
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【関連連資料】7．ジ

①玉川大学

ジェネリック

学生の全国学

ク・スキル測

学生平均に対

測定テストの

対するポジ

の実施

ション
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【関連資資料】7．ジジェネリックク・スキル測

②リテラ

測定テストの

ラシー総合の

の実施

の状況
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【関連資資料】7．ジジェネリック

③

ク・スキル測

③コンピテン

測定テストの

ンシー総合の

の実施

の状況
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【関連

①春学期

連資料】8．

期学修支援セ

学修支援の

セミナーポス

 

の強化

スター
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【関連

②秋学期

連資料】8．

期学修支援ミ

学修支援の

ニ講座ポス

 

の強化

スター
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【関連

③秋学

連資料】8．

学期レポート

学修支援の

ト講座Ⅱポス

 

の強化

スター



 

69 

 

 

学部学科 在籍者数 入力件数 入力率 

文学部人間学科 342 275 80.4% 

文学部比較文化学科 426 218 51.2% 

文学部英語教育学科 88 63 71.6% 

農学部生物資源学科 415 320 77.1% 

農学部生物環境ｼｽﾃﾑ学科 326 196 60.1% 

農学部生命化学科 487 388 79.7% 

工学部機械情報ｼｽﾃﾑ学科 277 179 64.6% 

工学部ｿﾌﾄｳｪｱｻｲｴﾝｽ学科 328 284 86.6% 

工学部ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｲｴﾝｽ学科 376 267 71.0% 

工学部ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 50 50 100.0% 

経営学部国際経営学科 621 135 21.7% 

経営学部観光経営学科 100 47 47.0% 

教育学部教育学科 1,146 699 61.0% 

教育学部乳幼児発達学科 280 183 65.4% 

芸術学部ﾊﾟﾌｫｰﾐﾝｸﾞ･ｱｰﾂ学科 577 443 76.8% 

芸術学部ﾒﾃﾞｨｱ･ｱｰﾂ学科 150 93 62.0% 

芸術学部ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ･ｱｰﾂ学科 105 69 65.7% 

芸術学部ﾒﾃﾞｨｱ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 199 183 92.0% 

芸術学部芸術教育学科 112 106 94.6% 

ﾘﾍﾞﾗﾙｱｰﾂ学部ﾘﾍﾞﾗﾙｱｰﾂ学科 731 583 79.8% 

観光学部観光学科 228 176 77.2% 

合計 7,364 4,957 67.3% 

                     

 

面談記録入力率 

    ※入力率 ＝ 入力数 ÷ 在籍者数 

  

【関連資料】9．学修成果の確認と指導

①UNITAMA 面談記録入力率
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【関連資料】】10．シンポポジウムの

①チ

 

開催

ラシ
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【関連資料】

②配付資料

】10．シンポ

料（文部科学

ポジウムの開

学省 河本氏

開催

氏）
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78 

【関連資料

③配付資料

料】10．シ

料（大阪府立

ンポジウム

立大学 高橋

の開催

橋氏）
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④

【関連資料】

④配付資料

】10．シンポ

（大阪府立大

ポジウムの開

大学 畑野氏

開催

氏）
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101 

 



 

102 

 



 

 

103 
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108 
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【関連資料】

⑤配付資

】10．シンポ

資料（玉川大

ポジウムの

大学 稲葉氏

開催

氏）
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116 

 



 

117 



 

118 



 

119 



 

120 



 

121 

【関連資料】

⑥配付資

】10．シン

資料（長崎

 

ンポジウムの

崎大学 山地

の開催

地氏）
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【関連資料】１１．広報活動

①リーフレット
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【関連資料】１１．広報活動

②ホームページ抜粋
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